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● 北半球の 100 年当たりの気温上昇トレンド……0.77（℃／ 100 年）
● 南半球の 100 年当たりの気温上昇トレンド……0.68（℃／ 100 年）
● 日本の 100 年当たりの気温上昇トレンド……1.19°C／100年
● 各地域におけるエネルギー使用による二酸化炭素排出量の推移
　 欧州　1990 年　7,841百万ｔ-CO₂　→　2014 年　5,838百万ｔ-CO₂
　 北米　1990 年　5,222百万ｔ-CO₂　→　2014 年　5,731百万ｔ-CO₂
　 アジア	 1990 年　4,590百万ｔ-CO₂　→　2014 年　14,715百万ｔ-CO₂
● 日本の CO₂ の総排出量
　 1990 年　1,162.5百万 t-CO₂　→　2015 年　1,227.4百万ｔ-CO₂
● 日本のエネルギー起源の CO₂ の総排出量
　 1990 年　1,066.8百万ｔ-CO₂　→　2015 年　1,149.0百万ｔ-CO₂
● 日本の二酸化炭素の発生源別排出量
　 エネルギー転換　631.1百万ｔ-CO₂　運輸部門　208.4百万ｔ-CO₂ 
　 工業　22.8百万ｔ-CO₂　バンカー油　30.6百万ｔ-CO₂　
● エネルギー源別の第一次エネルギー国内供給量の推移
　 石油	 1990 年　11,008［PJ］　→　2017 年　7,837［PJ］
　 石炭	 1990 年　3,318［PJ］　→　2017 年　5,043［PJ］
　 天然ガス・都市ガス	 1990 年　2,056［PJ］　　→　2017 年　4,696［PJ］
　 原子力	 1990 年　1,884［PJ］　→　2017 年　265［PJ］
　 水力	 1990 年　819［PJ］　→　2017 年　675［PJ］
　 再生可能エネルギー（水力を除く）　1990 年　265［PJ］　→　2017 年　921［PJ］
● �原子力規制委員会が「新規制基準に適合している」と判断した原子力発電所 について、
　 再稼働させることについての賛成・反対の割合
　 （どちらかといえば）賛成　28.6％　　　（どちらかといえば）反対　44.4％
● 今後日本が活用していけばいいと思うエネルギー
　 1 位　太陽光発電　77.5％　　2 位　風力発電　63.3％　　 3 位　水力発電　55.5％
　 4 位　地熱発電　45.2％　 　5 位　バイオマス発電　31.4％
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日本の一次エネルギー自給率は8.3%（2016年）
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2 日本の気温と降水量
気象庁

2-2-1 日本の最高気温観測地ランキング図表 2-2-2 日本の最低気温観測地ランキング図表

順位 都道府県 地点 観測値
℃ 起日

1 埼玉県 熊谷 * 41.1 2018年7月23日
2 岐阜県 美濃 41.0 2018年8月8日
〃 岐阜県 金山 41.0 2018年8月6日
〃 高知県 江川崎 41.0 2013年8月12日
5 岐阜県 多治見 40.9 2007年8月16日
6 新潟県 中条 40.8 2018年8月23日
〃 東京都 青梅 40.8 2018年7月23日
〃 山形県 山形 * 40.8 1933年7月25日
9 山梨県 甲府 * 40.7 2013年8月10日

10 和歌山県 かつらぎ 40.6 1994年8月8日
〃 静岡県 天竜 40.6 1994年8月4日
12 山梨県 勝沼 40.5 2013年8月10日
13 新潟県 三条 40.4 2018年8月23日
〃 埼玉県 越谷 40.4 2007年8月16日
15 愛知県 名古屋 * 40.3 2018年8月3日
〃 群馬県 館林 40.3 2007年8月16日
〃 群馬県 上里見 40.3 1998年7月4日
〃 愛知県 愛西 40.3 1994年8月5日
19 千葉県 牛久 40.2 2004年7月20日
〃 静岡県 佐久間 40.2 2001年7月24日
〃 愛媛県 宇和島 * 40.2 1927年7月22日

（注）観測所はアメダスと、気象官署（＊印）の 2種類。
出典：気象庁

順位 都道府県 地点 観測値
℃ 起日

1 北海道　上川地方 旭川 * -41.0 1902年1月25日
2 北海道　十勝地方 帯広 * -38.2 1902年1月26日

3 北海道　上川地方 江丹別 -38.1 1978年2月17日

4 静岡県 富士山 * -38.0 1981年2月27日

5 北海道　宗谷地方 歌登 -37.9 1978年2月17日

6 北海道　上川地方 幌加内 -37.6 1978年2月17日

7 北海道　上川地方 美深 -37.0 1978年2月17日

8 北海道　上川地方 和寒 -36.8 1985年1月25日

9 北海道　上川地方 下川 -36.1 1978年2月17日

10 北海道　宗谷地方 中頓別 -35.9 1985年1月24日

11 北海道　上川地方 占冠 -35.8 2001年1月14日

〃 北海道　上川地方 朱鞠内 -35.8 1990年1月28日

13 北海道　上川地方 名寄 -35.7 1982年2月2日

〃 北海道　後志地方 倶知安 * -35.7 1945年1月27日

15 北海道　上川地方 中川 -35.6 1985年1月24日

16 北海道　留萌地方 幌糠 -35.4 1985年1月25日

〃 北海道 網走・北見・紋別地方 佐呂間 -35.4 1978年2月17日
18 北海道 網走・北見・紋別地方 滝上 -35.2 1978年2月17日
19 北海道　上川地方 士別 -35.1 1985年1月25日
20 北海道　上川地方 音威子府 -34.9 1982年2月5日

（注）観測所はアメダスと、気象官署（＊印）の 2種類。
出典：気象庁

2-2-3 日本の平均気温偏差の長期動向（1899年〜2018年）図表
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年 偏差（℃）
1899 -0.81
1900 -1.06
1901 -1.03
1902 -1.03
1903 -0.76
1904 -0.86
1905 -0.95
1906 -1.32
1907 -1.21
1908 -1.44
1909 -1.13
1910 -1.22
1911 -0.70
1912 -1.12
1913 -1.59

年 偏差（℃）
1914 -0.20
1915 -0.55
1916 -0.14
1917 -1.31
1918 -1.09
1919 -0.74
1920 -0.51
1921 -1.08
1922 -0.57
1923 -0.76
1924 -1.01
1925 -0.94
1926 -1.32
1927 -0.93
1928 -0.62

年 偏差（℃）
1929 -0.87
1930 -0.32
1931 -1.04
1932 -0.72
1933 -0.64
1934 -1.14
1935 -0.76
1936 -1.10
1937 -0.37
1938 -0.54
1939 -0.68
1940 -0.85
1941 -0.79
1942 -0.67
1943 -0.86

年 偏差（℃）
1944 -1.09
1945 -1.57
1946 -0.36
1947 -1.42
1948 -0.08
1949 -0.65
1950 -0.29
1951 -0.62
1952 -0.74
1953 -0.74
1954 -0.53
1955 -0.12
1956 -0.74
1957 -0.76
1958 -0.29

年 偏差（℃）
1959 0.12
1960 -0.22
1961 0.18
1962 -0.37
1963 -0.64
1964 -0.29
1965 -0.99
1966 -0.53
1967 -0.47
1968 -0.64
1969 -0.79
1970 -0.75
1971 -0.68
1972 -0.14
1973 -0.30

年 偏差（℃）
1974 -0.91
1975 -0.35
1976 -0.87
1977 -0.41
1978 -0.16
1979 0.20
1980 -0.78
1981 -0.98
1982 -0.33
1983 -0.49
1984 -0.99
1985 -0.37
1986 -0.95
1987 -0.13
1988 -0.65

年 偏差（℃）
1989 0.16
1990 0.78
1991 0.25
1992 -0.11
1993 -0.52
1994 0.56
1995 -0.19
1996 -0.54
1997 0.10
1998 0.75
1999 0.49
2000 0.28
2001 -0.05
2002 0.29
2003 -0.06

年 偏差（℃）
2004 0.77
2005 -0.01
2006 0.20
2007 0.61
2008 0.22
2009 0.30
2010 0.61
2011 0.13
2012 0.04
2013 0.34
2014 0.14
2015 0.69
2016 0.88
2017 0.26
2018 0.68
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2-2-29 関東甲信越の気温と日照時間の平年比偏差の長期動向（1946年〜2018年）図表

出典：気象庁観測部「過去の気象データ」
///は統計値なし

年
気温
平年差
（℃）

日照時間
平年比
（％）

1946 -0.7 98
1947 -1.6 106
1948 -0.4 95
1949 -1.0 99
1950 -0.4 95
1951 -0.8 99
1952 -0.9 92
1953 -0.9 86
1954 -0.7 89
1955 -0.1 98
1956 -0.9 92
1957 -0.9 94
1958 -0.4 95
1959 0.0 91
1960 -0.2 100

年
気温
平年差
（℃）

日照時間
平年比
（％）

1961 +0.2 102
1962 -0.5 101
1963 -0.9 93
1964 -0.4 88
1965 -1.1 101
1966 -0.5 94
1967 -0.5 96
1968 -0.7 95
1969 -0.7 92
1970 -1.0 93
1971 -0.8 94
1972 -0.2 99
1973 -0.5 104
1974 -1.1 94
1975 -0.7 98

年
気温
平年差
（℃）

日照時間
平年比
（％）

1976 -1.0 91
1977 -0.3 96
1978 -0.3 104
1979 +0.5 98
1980 -0.8 93
1981 -1.2 100
1982 -0.5 97
1983 -0.7 100
1984 -1.4 103
1985 -0.4 99
1986 -1.1 100
1987 +0.1 102
1988 -0.8 95
1989 +0.1 96
1990 +0.8 102

年
気温
平年差
（℃）

日照時間
平年比
（％）

1991 +0.2 92
1992 -0.1 98
1993 -0.6 92
1994 +0.7 109
1995 -0.2 107
1996 -0.5 106
1997 +0.3 108
1998 +0.7 85
1999 +0.7 104
2000 +0.4 104
2001 0.0 106
2002 +0.4 104
2003 -0.1 92
2004 +0.9 110
2005 -0.1 103

年
気温
平年差
（℃）

日照時間
平年比
（％）

2006 +0.2 89
2007 +0.6 104
2008 +0.2 101
2009 +0.4 95
2010 +0.7 101
2011 +0.3 107
2012 +0.1 106
2013 +0.6 112
2014 +0.2 110
2015 +0.9 104
2016 +1.0 101
2017 +0.3 109
2018 +1.3 112

出典：気象庁観測部「過去の気象データ」

2-2-30 関東甲信越の降水量と降雪量の平年比偏差の長期動向（1946年〜2018年）図表

年
降水量
平年比
（％）

降雪量
（寒候年）
平年比
（％）

1946 88 ///
1947 86 ///
1948 119 ///
1949 115 ///
1950 126 ///
1951 104 ///
1952 108 ///
1953 111 ///
1954 114 ///
1955 106 ///
1956 109 ///
1957 102 ///
1958 116 ///
1959 123 ///
1960 91 ///

年
降水量
平年比
（％）

降雪量
（寒候年）
平年比
（％）

1961 98 ///
1962 83 52
1963 90 119
1964 89 112
1965 101 80
1966 109 42
1967 85 216
1968 101 156
1969 96 242
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176 地球温暖化＆エネルギー問題総合統計 2019-2020

1 世界と日本のエネルギー自給率
経済産業省 資源エネルギー庁「日本のエネルギー『エネルギーの今を知る20の質問』2017年度版」、「エネルギー白書2018」

4-1-1 主要国の一次エネルギー自給率比較（2015年）図表

表
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再エネ等（地熱、風力、太陽光など）
水力
原子力
天然ガス
原油
石炭

エネルギー自給率：生活や経済活動に必要な
一次エネルギーのうち、自国内で確保できる
比率です。

エネルギー自給率
 ＝一次エネルギー国内産出（※1）
 一次エネルギー国内供給（※2）

※1  一次エネルギー国内産出：石炭、原油、天然
ガス、原子力、再生可能エネルギー、未活用
エネルギーの国内産出量

※2 一次エネルギー国内供給：石炭、石炭製品、
原油、石油製品、天然ガス、都市ガス、原子
力、再生可能エネルギー、未活用エネルギー
の国内産出量と輸入量の合計から輸出量を
差し引き、供給在庫変動量を加減（取り崩し
は加算。積み増しは減算。）した量。

（注）表中の順位は OECD35 ヵ国中の順位（IEA 公表値に基づく）日本は総合エネルギー統計を基に作成。
出典：IEA「Energy Balance of OECD Countries 2017」を基に作成。

4-1-2 日本の一次エネルギー国内供給構成及び自給率（IEAベース）の推移（1960年度～2016年度）図表
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（注）　1　IEA は原子力を国産エネルギーとしている。
　　　2　エネルギー自給率（％）= 国内産出 / 一次エネルギー供給× 100。
出典：1989 年度以前は IEA「World Energy Balances 2017 Edition」、1990 年度以降は資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成
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2 日本のエネルギー国内供給
経済産業省 資源エネルギー庁「平成29年度（2017年度）エネルギー需給実績（速報）」、「エネルギー白書2018」

4-2-1 エネルギー源別、一次エネルギー国内総供給の推移（1965年度～2017年度）図表
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エネルギー源別一次エネルギー国内供給（1990 年度・2010 年度～ 2017 年度）
（単位：10^15J［PJ］、％）

年度 1990 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
一次エネルギー総供給 20,218 23,258 22,058 21,844 22,128 21,384 21,291 21,080 21,265

（前年度比％） （+6.3） （▲5.2） （▲1.0） （+1.3） （▲3.4） （▲0.4） （▲1.0） （+0.9）
＜2013年度比％＞ ＜▲8.6＞ ＜ +5.1＞ ＜▲0.3＞ ＜▲1.3＞ ＜0.0＞ ＜▲3.4＞ ＜▲3.8＞ ＜▲4.7＞ ＜▲3.9＞

一次エネルギー国内供給 19,667 21,983 20,994 20,722 21,030 20,257 20,014 19,829 20,035
（前年度比％） （+5.5） （▲4.5） （▲1.3） （+1.5） （▲3.7） （▲1.2） （▲0.9） （+1.0）

＜2013年度比％＞ ＜▲6.5＞ ＜ +4.5＞ ＜▲0.2＞ ＜▲1.5＞ ＜0.0＞ ＜▲3.7＞ ＜▲4.8＞ ＜▲5.7＞ ＜▲4.7＞
化石燃料 16,382 17,849 18,450 18,974 19,203 18,409 17,950 17,650 17,573

（前年度比％） （+5.1） （+3.4） （+2.8） （+1.2） （▲4.1） （▲2.5） （▲1.7） （▲0.4）
＜2013年度比％＞ ＜▲14.7＞ ＜▲7.0＞ ＜▲3.9＞ ＜▲1.2＞ ＜0.0＞ ＜▲4.1＞ ＜▲6.5＞ ＜▲8.1＞ ＜▲8.5＞

［シェア％］ ［83.3］ ［81.2］ ［87.9］ ［91.6］ ［91.3］ ［90.9］ ［89.7］ ［89.0］ ［87.7］
石油 11,008 8,858 9,097 9,220 9,001 8,351 8,138 7,879 7,837

（前年度比％） （+0.5） （+2.7） （+1.3） （▲2.4） （▲7.2） （▲2.5） （▲3.2） （▲0.5）
［シェア％］ ［56.0］ ［40.3］ ［43.3］ ［44.5］ ［42.8］ ［41.2］ ［40.7］ ［39.7］ ［39.1］

石炭 3,318 4,997 4,672 4,883 5,303 5,097 5,154 5,041 5,043
（前年度比％） （+13.5） （▲6.5） （+4.5） （+8.6） （▲3.9） （+1.1） （▲2.2） （+0.0）

［シェア％］ ［16.9］ ［22.7］ ［22.3］ ［23.6］ ［25.2］ ［25.2］ ［25.8］ ［25.4］ ［25.2］
天然ガス・都市ガス 2,056 3,995 4,681 4,871 4,898 4,961 4,657 4,729 4,696

（前年度比％） （+5.8） （+17.2） （+4.0） （+0.6） （+1.3） （▲6.1） （+1.5） （▲0.7）
［シェア％］ ［10.5］ ［18.2］ ［22.3］ ［23.5］ ［23.3］ ［24.5］ ［23.3］ ［23.9］ ［23.4］

非化石燃料 3,285 4,133 2,543 1,749 1,828 1,848 2,065 2,180 2,459
（前年度比％） （+7.2） （▲38.5） （▲31.2） （+4.5） （+1.1） （+11.7） （+5.5） （+12.8）

＜2013年度比％＞ ＜ +79.8＞ ＜ +126.1＞ ＜ +39.1＞ ＜▲4.3＞ ＜0.0＞ ＜ +1.1＞ ＜ +13.0＞ ＜ +19.3＞ ＜ +34.5＞
［シェア％］ ［16.7］ ［18.8］ ［12.1］ ［8.4］ ［8.7］ ［9.1］ ［10.3］ ［11.0］ ［12.3］

原子力 1,884 2,462 873 137 80 0 79 147 265
（前年度比％） （+2.8） （▲64.5） （▲84.3） （▲41.8）（▲100.0） （+87.3） （+80.0）

［シェア％］ ［9.6］ ［11.2］ ［4.2］ ［0.7］ ［0.4］ ［0.0］ ［0.4］ ［0.7］ ［1.3］
水力 819 716 729 657 679 702 726 648 675

（前年度比％） （+6.4） （+1.8） （▲9.9） （+3.4） （+3.3） （+3.5） （▲10.7） （+4.1）
［シェア％］ ［4.2］ ［3.3］ ［3.5］ ［3.2］ ［3.2］ ［3.5］ ［3.6］ ［3.3］ ［3.4］

再生可能エネルギー（水力を除く） 265 425 433 444 524 609 725 803 921
（前年度比％） （+11.8） （+1.8） （+2.6） （+17.9） （+16.2） （+19.2） （+10.8） （+14.7）

［シェア％］ ［1.3］ ［1.9］ ［2.1］ ［2.1］ ［2.5］ ［3.0］ ［3.6］ ［4.1］ ［4.6］
未活用エネルギー 318 530 508 511 545 538 535 581 597

（前年度比％） （+30.9） （▲4.1） （+0.6） （+6.6） （▲1.2） （▲0.5） （+8.5） （+2.8）
［シェア％］ ［1.6］ ［2.4］ ［2.4］ ［2.5］ ［2.6］ ［2.7］ ［2.7］ ［2.9］ ［3.0］

（注）1　エネルギー源別の発熱量に関して 2013 年度から改訂値を適用している。
2　国内供給は、総供給から輸出供給と在庫変動を控除したもの。
3　再生可能エネルギー（水力を除く）には、太陽光発電、太陽熱利用、風力発電、バイオマスエネルギー、地熱発電などが含まれる。
4　未活用エネルギーには、廃棄物発電、廃タイヤ直接利用、廃プラスチック直接利用の「廃棄物エネルギー回収」、RDF、廃棄物ガス、再生油、RPF の「廃棄物燃料製品」、廃熱利用熱供給、

産業蒸気回収、産業電力回収の「廃棄物エネルギー直接利用」が含まれる。

（注）1　「総合エネルギー統計」は、1990 年度以降、数値について算出方法が変更されている。
2　「再生可能エネルギー等（水力除く）」とは、太陽光、風力、バイオマス、地熱などのこと

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成
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遮熱性塗装によるヒートアイランド対策
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8 遮熱性塗装によるヒートアイランド対策
クール舗装研究会「遮熱性舗装施工実績（2002年〜2017年）」

5-8-1 施工面積の推移（2002年～2017年）図表
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5-8-2 都道府県別、遮断性舗装施工（面
積）実績の割合（2002年～2017年）図表 5-8-3 都道府県別、遮断性舗装施工件

数の割合（2002年～2016年）図表
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（注）グラフの数値は、百の位を四捨五入して表記している。0.0の場合は、施工があったことを示す。0の場合は、なかったことを示す。
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9 全国屋上・壁面緑化施工実績
国土交通省「全国屋上・壁面緑化施工実績調査」（郵送によるアンケート調査）
2017年11月〜2018年1月調査、全国の造園建設会社、総合建設会社、屋上・壁面緑化関連資材メーカーなど計561社対象（回収
288社）

5-9-1 屋上緑化施工面積の推移（2000年～2017年）図表
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（注）2016年、2017年は暫定値

5-9-2 壁面緑化施工面積（2000年～2017年）図表
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（注）2016年、2017年は暫定値
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